
附則様式第十号 

附則様式第十二号 

 

                 の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申告書 

 令和   年   月   日 

 大阪府     府税事務所長 様 

住 所            

氏 名                 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

個人番号 
（法人にあっては、法人番号）    

電話番号 

 大阪府税条例 
附則第７条第２項において読み替えて準用する同条例第42条の13 
附則第７条第３項において読み替えて準用する同条例第42条の13 

の規定 

の規定により、次のとおり不動産取得税の徴収猶予を申告します。  
 

 

土

地 

所 在   

地 番  

地 目  

地 積 ㎡  

取 得 年 月 日 令和   年   月   日 取得原因  

改
修
工
事
対
象
住
宅 

所 在  

家 屋 番 号   

種 類 ・ 構 造   

床 面 積 ㎡  

取 得 年 月 日 令和 年     月     日 

新 築 年 月 日 昭和・平成 年     月     日  

住

宅

性

能

向

上 
改

修

住

宅 

地方税法附則第11条の４ 
第２項に規定する住宅性能
向 上 改 修 工 事 の 
完 了 予 定 年 月 日 

平成・令和 年     月     日 

 

種 類 ・ 構 造   

床 面 積 ㎡   

耐 震 基 準 の 適 合 予 定 1  適合する    2  適合しない  

特 定 住 宅 性 能 向 上 改 修 
住 宅 の 該 当 予 定 

1  該当する    2  該当しない  

譲 

渡 

先 

（ 

個 

人 

） 

住 所   

氏 名   

譲 渡 予 定 年 月 日 令和      年     月     日  

居 住 の 用 に 供 す る 
予 定 年 月 日 

令和      年     月     日  

徴 収 猶 予 を 
受 け る べ き 税 額 

                円  

備 考 
（裏面の注意書きをお読みください。）  

  裏面あり  

改 修 工 事 対 象 住 宅 

特定住宅性能向上改修住宅の用に供する土地 

番 号 確 認

身 元 確 認

代理権確認



 

 

 

注意：この申告書には、次に掲げる書類を添えてください。 

 

○改修工事対象住宅の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申告の場合 

１ 宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者であることを証する書類 

２ 申告者が改修工事対象住宅を取得した日を証する書類(売買契約書、領収書など) 

３ 地方税法附則第11条の４第２項に規定する住宅性能向上改修工事を行おうとすることを証す

る書類(改修工事請負契約書など) 

４ 家屋の登記事項証明書 

５ ３の住宅性能向上改修工事により床面積の増減を予定している場合は、その内容が確認でき

る書類(予定平面図など) 

６ 申告者が住宅性能向上改修住宅を個人に譲渡しようとすることを証する書類(売買予約契約

書、販売広告など) 

７ 申告者が取得した改修工事対象住宅が、昭和56年12月31日以前に新築されたものである場合

は、当該住宅に係る地方税法施行規則第７条の６に規定する基準に適合する旨の証明を受け

ようとすることを証する書類(耐震基準適合証明申請書、建設住宅性能評価申請書又は既存

住宅売買瑕疵担保責任保険契約申込書など) 

 

○特定住宅性能向上改修住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申告の場

合 

上記に加えて以下に掲げる書類を添えてください。 

８ 申告者が改修工事対象住宅の敷地の用に供する土地を当該改修工事対象住宅と共に取得し

た日を証する書類 (売買契約書、領収書など) 

９ 申告者が個人に譲渡しようとする住宅が地方税法附則第11条の４第４項に規定する特定住

宅性能向上改修住宅に該当する予定であることを証する書類 

10 申告者が特定住宅性能向上改修住宅を個人に譲渡しようとすることを証する書類(売買予約

契約書、販売広告など) 

11 申告者が特定住宅性能向上改修住宅の敷地の用に供する土地を個人に譲渡しようとするこ

とを証する書類（売買予約契約書、販売広告など） 

 

 

(R5.4) 


